様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日2022年4月14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ べるしすてむ２４ほーるでぃんぐす
一般事業主の氏名又は名称 株式会社ベルシステム24ホールディングス
（ふりがな）のだ しゅんすけ
                              （法人の場合）代表者の氏名 野田 俊介　印
住所　〒105-6906　東京都港区虎ノ門4丁目1番1号 神谷町トラストタワー6階

法人番号　4010001161381　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画2022

	公表日
	2020年10月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社オフィシャルHPにて公表
https://www.bell24.co.jp/ja/news/uploads/20201007-3.pdf
P5～8

	記載内容抜粋
	企業理念“イノベーションとコミュニケーションで社会の豊かさを支える“を掲げる当社は、2020年10月7日、中期経営計画2022“その声で、明日をつくる”を発表しました。新中計に予測される環境変化としては以下のとおりです。
社会の状況変化
• 複合リスク： パンデミック／気候変動／サイバーセキュリティ
• 人々の価値観と行動の変化（対面から非対面へ）
• テクノロジーの加速的な進歩による労働環境の変化
社会で予測される市場変化
• 非対面への移行やBCP対策によるコンタクトセンター需要の増加
• 顧客接点変化や早期リスク発見など、音声データの重要性の高まり
• データ活用によるマーケティングが、企業競争力に直結
当社に求められる課題
•オペレーションから新技術まで、多様な人材の活躍と、BCPを念頭に置いた在宅コンタクトセンターの強化
• 多元的なデータ分析を実現するための音声・CRM基盤の整備
• DXを加速・最大化させるために優良パートナー企業との協業強化
規模や分野の異なる課題に向き合い、エンドユーザーとの接点から生まれたデータを活用することで、クライアント企業の成長を支えてきました。数多くのクライアントの成長が、ひいては社会全体の進化につながっています。
イノベーションとコミュニケーションを活用し、社会の豊かさを支えること。それが私たちベルシステム24の存在意義です。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された公開文書。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①中期経営計画2022
②BUSINESS REPORT vol.10（2021年2月期　中間決算　株主通信）
③BUSINESS REPORT vol.11（2021年2月期　通期決算　株主通信）

	公表日
	①2020年10月7日
②2020年08月31日
③2021年02月28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①当社オフィシャルHPにて公表
https://www.bell24.co.jp/ja/news/uploads/20201007-3.pdf
P9～18
②当社オフィシャルHPにて公表
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS07594/5705cf05/0990/4a63/b9b2/a8591085e5f7/20201203113352859s.pdf
P3～7 
③当社オフィシャルHPにて公表
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS07594/b43e826d/5639/44ca/abe9/486e42069eef/20210531134229257s.pdf
P2～8


	記載内容抜粋
	中期経営計画2022では、３つの重点施策を公表しています。
１社員3万人の戦力最大化
• 3万人の機動力、現場オペレーション力の更なる強化
• 定着率向上による品質と対応スキルの高度化
• 働き方改革の推進（在宅コンタクトセンターの増強）
• 安心して働ける環境の提供（パンデミック対応）
２音声データ活用によるDX推進
• 優良顧客との信頼関係を基にDX推進
• 音声・CRM基盤の整備によるデータ資産化
• データ分析による高付加価値の提供
• コンサル機能強化により、新たな領域での事業創出
３信頼と共創のパートナー成長
• 伊藤忠・凸版印刷との協業を深化
• 新規パートナー企業との生活者データ活用の強化
• 新技術ベンチャー企業との提携の促進
• 現地優良企業との戦略提携による海外展開（ベトナム、タイ、台湾）
 
新中期経営計画で掲げている「音声データ活用によるDX推進」を実現するための第一歩となるのが、音声データのテキスト化です。音声データがテキスト化されることによってはじめて、AIなどを活用したデータの分析が可能になり、チャットボット利用の拡大や、消費者の声の分析、FAQの改善などにつなげることができます。
当社グループでは、DX推進に向け、クラウド音声基盤である「ベルクラウドプラス」の導入を加速しており、2022年2月期末までに7,000席に導入する計画です。これに加えて、音声認識ソリューションである「アミボイス」を活用し、音声データのテキスト化を一気に進める考えです。こうした取り組みでも、クライアントと連携した先行事例が出ています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された公開文書。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS07594/5705cf05/0990/4a63/b9b2/a8591085e5f7/20201203113352859s.pdf
BUSINESS REPORT vol.10（2021年2月期　中間決算　株主通信）P7 成長に向けた取り組み
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS07594/b43e826d/5639/44ca/abe9/486e42069eef/20210531134229257s.pdf
BUSINESS REPORT vol.11（2021年2月期　通期決算　株主通信）P3　組織に横串を通し、成功事例などを共有
P8 ブレインパッド社と新たなデータ活用サービスの開発開始

	記載内容抜粋
	●「次世代コンタクトセンター」の創出を目指し、R&D組織を設立
「ヒト」と「新技術」の融合による「次世代コンタクトセンター」の創出を目指し、ソニーコンピュータサイエンス研究所とともに、コンタクトセンターでの利活用に特化した独自AIの研究開発を行う「イノベーション＆コミュニケーションサイエンス研究所」を設立しました。近年、コンタクトセンターでは業務の複雑化・高度化に伴い、人手不足、教育の長期化など多くの課題が顕在化しています。同研究所では、独自開発のAIを活用し、これらの課題を解決。業務効率の向上、コミュニケーターの負担軽減、生活者の利便性向上を実現することでお客様への新たな価値提供へとつなげます。
 
●企業のDX推進を支援する次世代BPOサービスの新会社を設立
凸版印刷と共同で、企業のDX推進を支援するBPO領域に特化した「株式会社TBネクストコミュニケーションズ」を設立しました。当社と凸版印刷は2017年の業務資本提携以降、バックオフィス業務やコンタクトセンター業務などのBPO領域で協業を進めてきました。近年、BPOサービスにおいて従来の労働集約型から知識集約型への転換が求められている中、新会社の設立により両社の強みを融合し、これらのニーズに迅速に対応できる次世代BPOサービスの展開を実現していきます。

●ブレインパッド社と新たなデータ活用サービスの開発開始
伊藤忠商事が出資するDX支援のリーディングカンパニー「ブレインパッド社」と共同で、新たなデータ活用サービスの開発を開始しました。当社グループが誇る年間5億件の応対実績とオペレーションのメソッドに、ブレインパッド社の保有する豊富な知見とデジタルマーケティング・ソリューションを結びつけることで、クライアント企業の「リアルとデジタルをまたいだコミュニケーション資産」の価値創造を実現します。製造、通信、小売、流通、金融保険といった幅広い業種へのサービス提供を視野に入れています。
●DXへの対応に向け、3月に組織改編を実施しました。当社はこれまで、営業本部制という縦割りの組織が互いにしのぎを削ることによって強さを発揮してきました。その一方で、優良事例などの全社で共有すべきナレッジが、それぞれの営業本部内にとどまってしまっていたという弊害もありました。今回の改編では、各営業本部に横串を通す組織を新設し、そこに優秀な人材を配置しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.bell24.co.jp/ja/news/uploads/20201007-3.pdf 
P18

	記載内容抜粋
	投資方針 今後3年間：各取組合計で100億円以上の追加投資 ①音声基盤とその周辺サービス ②データ活用ソリューション ③在宅コンタクトセンター ④海外事業



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画2022

	公表日
	2020年10月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社オフィシャルHPにて公表 
https://www.bell24.co.jp/ja/news/uploads/20201007-3.pdf 
P18

	記載内容抜粋
	DX戦略の達成が、グループの企業収益を高めるものと考えておりますため、2020年10月7日に公表いたしました下記中期経営計画の達成を指標といたします。
新中計の定量目標
2023年2月期（FY2022）
売上高 1,480 億円	
営業利益 140 億円(9.5%)
税後利益 90 億円
ROE 14.8 %
Net DER 0.91倍



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年5月22日

	発信方法
	当社オフィシャルHPにて公表
株主・投資家の皆様へ ～社長メッセージ～
https://www.bell24.co.jp/ja/ir/policy/message/

	発信内容
	昨年より続く新型コロナウィルスの影響により、非対面化、非接触化、効率化が加速するなど、大きく社会構造が変化し、当業界においても、デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進や、在宅コンタクトセンターの拡大といった変革が迫られています。
従来より、当業界では「消費者の声をいかに活用していくか」そしてこの「サイクルをいかに回していくか」が重要であることは、認識されてきましたが、技術的な制約等もあり、なかなか実現に至りませんでした。
しかし、昨年来の社会構造の変化の中、当社が長年培ってきたCRMビジネスの知見と伊藤忠グループの技術と融合させることで、「クライアント企業」と「消費者」の接点を最適なものとし、より価値のあるものにすることができると考えています。
[bookmark: _GoBack]当社は、コンタクトセンターアウトソーシング市場の伸びを追い風とし、すでに社会インフラとなっているこのビジネスモデルを持続的に成長させていくと同時に、伊藤忠商事や凸版印刷などの主要株主とのシナジー効果を最大限活用していきます。また高度なオペレーションスキルをもった当社の「ヒト」の能力を活かすために、音声認識、AI、RPAといった「新技術」を活用することでDX化を迅速に進め、次世代コンタクトセンターの構築を推進していきます。これにより企業価値を向上させ、株主の皆様へ安定した配当を継続していきたいと考えております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2022年1月頃　～　現在

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力済みです。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2006年5月頃　～　現在

	実施内容
	内部統制システムの基本方針に沿って、情報セキュリティ管理および個人情報保護に関する内部規程を定めています。
内部統制システム構築の基本方針
https://www.bell24.co.jp/ja/company/governance/internalcontrol/index.html
情報セキュリティ方針
https://www.bell24.co.jp/ja/csr/security/index.html
 
2006年5月国際規格「ISO/IEC27001の認証取得」、2007年3月プライバシーマークの認証取得、2021年3月クラウドセキュリティの国際規格「ISO27017」を取得しております。
内部の体制としては、「最高情報セキュリティ責任者（CISO）」を任命し、教育・監査責任者と部門ごとの情報セキュリティ管理担当者を定め、情報セキュリティ対策を推進しています。
運用状況の評価は毎年内部監査と外部監査にて実施しております。
実際に、セキュリティインシデントが発生した際には、迅速な事態の収束、被害の最小化、再発防止に向けた体制を構築しています。また、全従業員を対象としたセキュリティ研修を毎年定期実施しています。
・社内に情報処理安全確保支援士　：1人



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

